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Ⅰ 産業連関表とは 

 

１ 経済の循環と産業連関表 

 我々が生活する上で使用するモノや企業が設備を拡充するために使用するモノは、様々な産業によ

って生産されている。 

  ある一つの産業は、他の産業から原材料や燃料などを購入（投入）し、これを加工（労働・資本等

を投入）して別の財・サービスを生産する。そして、その財・サービスをさらに別の産業における生

産の原材料などとして、あるいは家計などに最終需要として販売（産出）する。 

    例えば、自動車産業は自動車を 

 生産して販売するが、自動車を生        図３－１ 自動車生産の流れ 

産するには鉄鋼、ガラス、タイヤ  

などの原材料を購入する。鉄鋼を  

生産するには鉄鉱石や石油などが 

必要であり、各産業から原材料を 

購入して生産している。 

 このように、産業間では財やサ 

ービスが「購入－生産－販売」と 

いう関係で連鎖的につながり、最 

終的には家計や政府などの最終需 

要者に対して必要な財・サービス 

が供給されて、取引は終了する（ 

図３－１参照）。 

  このような産業間の取引や産業 

と最終需要者との間の取引を、一 

定地域（全国や宮崎県等）の一定 

期間（通常１年間）について一覧表にまとめたものが産業連関表である。地域経済の鳥瞰図といえる

もので、各産業の費用構成（投入）や販路構成（産出）を把握することができる。 

 産業連関表は、アメリカの経済学者 Ｗ．レオンチェフ博士（1906－1999年）が開発したもので、1936

年に初めて公表された。 

 

 

２ 産業連関表の利用 

 産業連関表は、各産業がある地域で一定期間に行ったすべての財・サービスの生産と販売の実態を

詳細に記録し、これを一覧表にまとめたものであるため、対象年次の産業構造や産業間の相互依存関

係などの経済構造を、総体的に把握、分析することができる。 

  また、産業連関表には、各産業の費用構成や販路構成が示されているため、前述の自動車産業の例

のように、ある産業に発生した需要が他の産業へどれだけ影響を及ぼすかなどの計算をすることがで

きる。これにより、公共事業の実施やイベント開催による経済波及効果の測定などが可能となり、各

種行政施策などの予測分析等に利用することができる。 

 

  《産業連関表の主な利用方法》 

  ① 経済構造の分析 

 産業連関表には、地域内の生産額、生産物の販路構成、原材料や付加価値などの費用構成が詳

細に示されているため、これらの計数を読み取ることによって、地域の経済構造を把握できる。 

    ② 経済政策などの効果測定 
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  逆行列係数などの各種係数を用いて、公共事業やイベント開催などが各産業に及ぼす影響を計

算し、経済波及効果を測定することができる。 

    ③ 経済状況に変化が生じた場合の予測 

 企業誘致や規制緩和などで経済環境に変化が生じた場合や、個人消費や民間投資が変化した場

合などの各産業への影響を予測することができる。 

 

 

３ 産業連関表のしくみ 

  産業連関表は、各産業間などで取り引きされた財・サービスを金額（生産者の販売価格）で表示し

た表で、図３－２のような構造になっている。 
 

  図３－２ 産業連関表の構造 

 

 (1) タテ方向（投入構造） 

  産業連関表のタテ方向（列）は、表頭の産業が生産活動に要した費用の構成（投入）を示してい

る。 

 図３－２の表頭の産業１についてみると、産業１が生産活動を行うために表側の各産業から原材

料などをどれだけ購入したか、また、賃金（雇用者所得）をいくら払ったかや利潤（営業余剰）が

いくらあったかなどが分かる。 

  このうち、原材料などの購入を「中間投入」といい、雇用者所得や営業余剰など生産活動によっ

て新たに生み出された価値を「粗付加価値」という。この中間投入額と粗付加価値額との合計が「県

内生産額」になる。 

 

  県内生産額 ＝ 中間投入額 ＋ 粗付加価値額 

 

 (2) ヨコ方向（産出構造） 

 産業連関表のヨコ方向（行）は、表側の産業がその生産物をどこへどれだけ売ったかという販路

構成（産出）を示している。 

  図３－２の表側の産業１についてみると、産業１がその生産物を表頭の各産業に原材料などとし

てどれだけ販売したか、家計などの最終消費者にどれだけ販売したか、さらに地域外へどれだけ販

売したかなどが分かる。 

表 頭

需要部門

供給部門 消　費 投　資

産　業　１

産　業　２

中

表 間

投 （内生部門） （外生部門）

入

計

側 粗 雇用者所得

付 営 業 余 剰

加 （外生部門）

価

値 計

行 → 生産物の販路構成（産出）

移輸出産業１

県内

生産額

移輸入

[控除]
県内最終需要
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  このうち、原材料などとして他の産業へ販売されるものを「中間需要」といい、家計などの最終

消費者や地域外に販売されるものを「最終需要」という。 

  最終需要は、大きく消費、投資、移輸出に分けられ、消費と投資の合計を「県内最終需要」とい

う。移輸出は、地域内で生産されて地域外に販売されたものである。 

  一方、地域内の需要を満たすために地域外から購入したものは「移輸入」という。 

 中間需要額と最終需要額との合計から移輸入額を引いたものが「県内生産額」である。 

 

  総需要 ＝ 中間需要 ＋ 最終需要 

      ＝ 県内生産額 ＋ 移輸入 

  県内生産額 ＝ 中間需要額 ＋ 最終需要額 － 移輸入額 

 

 (3) 表全体 

 産業連関表の全体をみると、中間投入部門と中間需要部門（図３－２のタテ方向とヨコ方向が重

なる部分）を内生部門といい、粗付加価値部門と最終需要部門を外生部門という。  

  また、タテ方向の計である県内生産額とヨコ方向の計である県内生産額は、各産業でそれぞれ一

致しており、産業連関表の大きな特徴となっている。 

 このことから、次のような関係が成立する。 

 

  総需要額 ＝ 総供給額 

 

  県内生産額 ＝ 中間投入額 ＋ 粗付加価値額 

              ＝ 中間需要額 ＋ 最終需要額 － 移輸入額 

 

  中間投入額の総合計 ＝ 中間需要額の総合計 

 

 

４ 産業連関表の見方 

  表３－１は、分かりやすくするために産業を３部門に統合した平成27年宮崎県産業連関表（生産者

価格評価表）である。 
 

 表３－１ 平成27年宮崎県産業連関表 生産者価格評価表（３部門） 

　　　      　　（単位：億円）

需要部門

供給部門 消　費 投　資

第 １ 次 産 業 532 2,187 125 2,844 520 49 2,466 3,035 5,879 -1,228 4,651

第 ２ 次 産 業 1,306 7,011 4,076 12,393 6,116 6,255 13,364 25,734 38,127 -16,471 21,656

第 ３ 次 産 業 872 3,937 10,284 15,093 28,543 2,829 2,851 34,223 49,316 -5,859 43,457

2,710 13,135 14,486 30,330 35,179 9,133 18,681 62,992 93,323 -23,558 69,765

雇 用 者 所 得 597 3,115 13,139 16,851

営 業 余 剰 799 2,267 6,563 9,628

資本減耗引当 592 1,581 6,837 9,010

そ の 他 -47 1,559 2,433 3,945

1,941 8,522 28,972 39,434

4,651 21,656 43,457 69,765 　　　※ 四捨五入の関係で内訳の計と合計は一致しない。

需　要
合  計

（控除）
 移輸入

県    内
生産額

中　　間　　需　　要

中　 間
需要計

最　　終　　需　　要

最　 終
需要計第１次

産　業
第２次
産　業

第３次
産　業

県内最終需要
移輸出

県 内 生 産 額

中
間
投
入

中 間 投 入 計

粗 付 加 価 値 計

粗
付
加
価
値
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 表３－１から、次のようなことを読み取ることができる。 

 まず、表をタテ方向にみると、例えば、第１次産業は、生産に必要な原材料などを第１次産業から 

532億円、第２次産業から 1,306億円、第３次産業から 872億円、合計 2,710億円購入し、雇用者所得

などの粗付加価値を 1,941億円生み出し、県内生産額は 4,651億円となっている。 

 次に、表をヨコ方向にみると、例えば、第１次産業は、原材料などの中間需要として第１次産業に

532億円、第２次産業に 2,187億円、第３次産業に 125億円、合計 2,844億円販売し、消費などの最終

需要に 3,035億円販売している。この中間需要と最終需要を合わせた 5,879億円が第１次産業に対す

る総需要額である。この総需要額は、県内生産額 4,651億円を上回っているが、これは、総需要額に

は県外から購入した分も含まれているためである。この県外から購入した分が移輸入 1,228億円で、

県外で生産されたものであるためマイナスで計上してある。総需要額から移輸入額を差し引くと 

4,651億円となり、タテ方向の県内生産額と一致する。 

 

５ 産業連関表と県民経済計算との関係 

 産業連関表と県民経済計算は、双方とも一定期間における財・サービスの取引の流れを表す統計で

ある点、かつ経済活動の主体を企業、家計、政府などに大別する点で共通している。 

 県民経済計算は、県民所得を生産・支出・分配の３つの側面から表した統計であるが、産業連関表

は中間投入もあわせて表しており、産業連関表は、財とサービスの中間取引と県民経済計算を同時に

含んだ形式となっている。 

 産業連関表の外生部門（粗付加価値部門と最終需要部門）は、次式のようにバランスしており、こ

のことを、粗付加価値部門と最終需要部門の「二面等価」という。 

                 粗付加価値額合計 ＝ 最終需要額合計 － 移輸入額合計 

                       （ａ）                     （ｂ） 

  このバランス式のうち（ａ）は県民経済計算の県内総生産に、（ｂ）は県内総支出にほぼ対応する

（県民概念ではなく、県内概念であることに注意）。 

  なお、両者の主な相違点については表３－２、主な対応関係については図３－３のとおりである。 
 

   表３－２ 産業連関表と県民経済計算の主な相違点 

 

図３－３ 産業連関表と県民経済計算の対応関係 

　 （県民経済計算では捨象）

（注）　（　）内が県民経済計算にほぼ対応する部分。

   （ 県 内 総 生 産 ）

→

投
入
量
の
配
分

生　　　　産　　　　額

粗　　付　　加　　価　　値

最　　終　　需　　要

（ 県 内 総 支 出 ）

中  間  生  産  物  の  流  れ
生
産
額

　→　 産　　　出　　　量　　　の　　　配　　　分

産　 業 　連 　関 　表 県  民  経  済  計  算

対　　象　　期　　間 暦年 会計年度

  アクティビティ ベース

　（ 商品ベースに近い ）

　属 地 主 義(生産面、支出面)

　属 人 主 義(分配面)

部　　門　　分　　類 　事業所ベース

家計外消費支出の取扱い
　粗付加価値及び最終需要にそれぞ
れ計上する

　各産業の生産活動に直接必要とす
る経費として中間投入部門に計上

対　　象　　地　　域 　属　地　主　義
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Ⅱ 産業連関表を利用するために  

 

１ 需要と生産 

  全ての産業の生産は、何らかの需要を満たすた      図３－４ 需要と生産 

 めに行われている。この需要は、中間需要と最終 

需要に分けることができるが、中間需要向けの生 

産も、産業間の取引を経て究極的には最終需要に 

向けられる（図３－４参照）。 

   産業連関表には、各産業の費用構成や販路構成 

 が詳細に示されているため、これらの計数により 

 対象地域の経済の特徴を読み取ることができるが、 

 さらに、これらの計数から導き出される投入係数 

 や逆行列係数などの各種係数を用いることによっ 

 て、経済波及効果測定などの分析を行うことがで 

 きる。 

 

２ 投入係数 

 (1) 投入係数と粗付加価値率 

   産業連関表をタテ方向にみると、各産業の費用構成が示されているが、これから導かれるのが「投

入係数」である。 

   投入係数は、ある産業が生産物を１単位生産するのに必要とする原材料などの大きさを示した単

位であり、ある産業が使用した原材料などの投入額を、その産業の県内生産額で除して求める。 

   投入係数は、次のようにして求める。 

   仮に、産業が２部門だけとすると、産業連関表は表３－３のようになる。表頭の産業１が原材料

などを産業１からｘ１１、産業２からｘ２１購入し、粗付加価値をＶ１生み出し、県内生産額はＸ１に

なっている。ここで、表頭の産業１の投入係数をａ１１（産業１からの投入）、ａ２１（産業２からの

投入）とすると、 

     

     

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

 

 

となる。 

   また、ある産業の粗付加価値額をその産業の県内生産額で除したものを「粗付加価値率」といい、 

粗付加価値額のうちの雇用者所得額を県内生産額で除したものを「雇用者所得率」という。  

    

   表３－３の産業１の粗付加価値率（ｖ１）は、 となる。 

       

   したがって、タテ方向に各産業の投入係数と粗付加価値率を合計すると１になる。 

 

    表３－３ 産業連関表（例１）          投入係数表 

 

 

 

 

 

ｘ１１

Ｘ１

ｘ２１

Ｘ１
ａ２１ ＝

ａ１１ ＝

Ｖ１

Ｘ１
ｖ１ ＝

中　　間　　需　　要

Ｆ　産　業

Ｇ　産　業

Ｃ　産　業

Ａ　産　業

最終需要

Ｄ　産　業

Ｅ　産　業

Ｂ　産　業

需要 産業１ 産業２

供給 産業１ 産業２ 産　業　１ ａ１１ ａ１２

中間 産業１ ｘ１１ ｘ１２ Ｆ１ Ｘ１ 産　業　２ ａ２１ ａ２２

投入 産業２ ｘ２１ ｘ２２ Ｆ２ Ｘ２ 粗付加価値率 ｖ１ ｖ２

Ｖ１ Ｖ２ 県内生産額 1.0 1.0

Ｘ１ Ｘ２

県    内
生産額

県内生産額

中 間 需 要 最　終
需　要

粗 付 加 価 値
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 (2) 投入係数の意味 

   表３－３で、産業１に対する需要が１単位だけ増加したとすると、産業１はその１単位の生産を

行うために、産業１からａ１１単位、産業２からａ２１単位の原材料などを購入する。さらに、産業１

はａ１１単位の需要を賄うために、産業２はａ２１単位の需要を賄うために、それぞれの投入係数に応

じて原材料などを購入する。この需要を賄うために、それぞれの産業は、さらにそれぞれの投入係

数に応じて原材料などを購入することになる。こうして、当初の需要を賄うために他の産業の生産

が次々と引き起こされ、０に収束するまで無限に続けられる。これを生産波及といい、その結果と

しての究極的な各産業の県内生産額の水準は、繰り返された生産波及の総和として計算することが

できる。 

   このように、投入係数は、ある産業に一定の最終需要が発生した場合に、究極的に各産業の生産

をどれだけ誘発するかを測定する鍵となるものである。 

    ここで、表３－３について横の需給バランス式を求めると次のようになる。 

    

     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・② 

 

  ②式に①式で得られる各投入係数を変形して代入する。 

   

   たとえば、 ①式の は、ｘ１１ ＝ ａ１１ × Ｘ１ となるので、②式は 

 

 

    ・・・・・・・・・・・・・・③ 

     

となる。 

   ③式にみられるように、最終需要と県内生産額の間には一定の関係が存在しており、これを規定

しているのが投入係数である。 

    この連立方程式には４個の未知数（Ｘ１、Ｘ２、Ｆ１、Ｆ２）が含まれているが、最終需要（Ｆ１、

Ｆ２）に具体的な数値を与えて式を解くことによって、生産波及の結果としての各産業の県内生産

額（Ｘ１、Ｘ２）を求めることができる。 

    ただし、実際に県内生産額を計算する場合は、産業部門が多数に分かれているため③式のような

連立方程式を用いることは実際的ではない。一般的には、次に述べる逆行列係数を用いて計算する。 

 

３ 逆行列係数 

 (1) 逆行列係数の意味 

   逆行列係数は、ある産業に１単位の最終需要が生じたときに、産業全体が直接、間接に生産する

必要がある究極的な県内生産額の大きさを示した係数である。 

    したがって、逆行列係数表のタテ方向は、表頭の産業に１単位の最終需要が発生したときに、各

産業で誘発される生産の単位を表し、合計が産業全体での究極的な生産誘発の単位になる。 

    ある産業に一定の最終需要が発生した場合、究極的な県内生産額に決定的な役割を果たすのが投

入係数であることは前に述べたとおりであるが、投入係数を用いて究極的な県内生産額を計算する

ことは、産業部門数が多いため、実際には困難である。しかし、逆行列係数を用いることにより、

直ちに最終需要に対応する各産業の究極的な県内生産額を求めることができる。 

 

 (2) 逆行列係数の求め方 

   逆行列係数は、次のようにして求める。 

 

   （注）行列については、別項（103ページ）の説明を参照のこと。 

（産業１）ｘ１１ ＋ ｘ１２ ＋ Ｆ１ ＝ Ｘ１

（産業２）ｘ２１ ＋ ｘ２２ ＋ Ｆ２ ＝ Ｘ２

ｘ１１

Ｘ１
ａ１１ ＝

（産業１） ａ１１ × Ｘ１ ＋ ａ１２ × Ｘ２ ＋ Ｆ１ ＝ Ｘ１

（産業２） ａ２１ × Ｘ１ ＋ ａ２２ × Ｘ２ ＋ Ｆ２ ＝ Ｘ２

- 84 -



      

 

     前述の③式を行列で表示すると、 

 

     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・③’ 

 

  となる。ここで、 

 

 

 

 

 

 

 

  とおくと、③’式は次のようになる。 

    Ａ Ｘ ＋ Ｆ ＝ Ｘ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・③” 

  これをＸについて解くと、 

    Ｘ － ＡＸ ＝ Ｆ 

（Ｉ－Ａ ）Ｘ＝ Ｆ 

 

 

         ∴ Ｘ ＝（Ｉ － Ａ）－１ Ｆ 

  となる。Ｉは単位行列、（Ｉ－Ａ）－１ は（Ｉ－Ａ）の逆行列で、 

         
（Ｉ － Ａ）

－１
＝

 

１－ａ１１ 　 －ａ１２

　 －ａ２１  １－ａ２２  

－１ 

と表現できる。
 

                              

   このことから、最終需要（Ｆ）に逆行列を乗じると、その需要による究極的な県内生産額が求め

られることが分かる。 

 

 (3) 逆行列係数の型 

 前述の逆行列（Ｉ－Ａ）－１ 型は、移輸入を考慮していない。実際の経済では、需要の一部は移

輸入で賄われているため、これを考慮する必要がある。移輸入を考慮した産業連関表の例が表３－

４である。 

   ここで、最終需要（Ｆ）を県内最終需要（ＦＤ）と移輸出（ＦＥ）に分け、移輸入をＭとして需給

バランス式を求めると、③”式は次のようになる。 

    Ａ Ｘ ＋ ＦＤ ＋ ＦＥ － Ｍ ＝ Ｘ    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・④ 

  県内需要（中間需要＋県内最終需要）に対する移輸入の割合を移輸入係数（ｍｉ）と定義すると、 

        

       

  となり、この対角行列を とすると、 

       Ｍ ＝ （ＡＸ ＋ ＦＤ）                       表３－４ 産業連関表（例２） 

   ただし、 

 

       ＝  

 

 

 となる。 

需要

供給 産業１ 産業２

中間 産業１ ｘ１１ ｘ１２ Ｆ１ －Ｍ１ Ｘ１

投入 産業２ ｘ２１ ｘ２２ Ｆ２ －Ｍ２ Ｘ２

Ｖ１ Ｖ２

Ｘ１ Ｘ２

中 間 需 要 最終
需要

移輸入
県    内

生 産 額

県内生産額

粗付加価値

ａ１１ ａ１２ Ｘ１ Ｆ１ Ｘ１

ａ２１ ａ２２ Ｘ２ Ｆ２ Ｘ２

× ＋ ＝

ａ１１ ａ１２

ａ２１ ａ２２

投入係数行列  ＝ Ａ

Ｆ１

Ｆ２

最終需要の列ベクトル  ＝ Ｆ

Ｘ ＝
（Ｉ－Ａ）

Ｆ

Ｍｉ

（ＡＸ ＋ ＦＤ）ｉ
ｍｉ ＝

ｍ１ 0 0
0 ｍ２ 0

0 0 ｍｎ

Ｘ１

Ｘ２

県内生産額の列ベクトル  ＝ Ｘ
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   これを④式に代入すると、需給バランス式は次のようになる。  

       ＡＸ ＋ ＦＤ ＋ ＦＥ － （ＡＸ ＋ ＦＤ）＝ Ｘ 

   これをＸについて解くと、 

    Ｘ － ＡＸ ＋ ＡＸ ＝ ＦＤ － ＦＤ ＋ ＦＥ 

       〔Ｉ －（Ｉ － ）Ａ〕Ｘ ＝ （Ｉ － ）ＦＤ ＋ＦＥ 

             ∴ Ｘ ＝ 〔Ｉ －（Ｉ － ）Ａ〕－１〔（Ｉ － ）ＦＤ ＋ ＦＥ〕 

   ここで、（Ｉ － ）Ａは、移輸入品の投入比率が中間需要、最終需要を問わずすべての部門に

ついて同一であると仮定した場合の県産品の投入係数を示し、（Ｉ － ）ＦＤは、同様の仮定のも

とで県産品に対する県内最終需要を表している。 

    一般的には、このモデルによる逆行列係数が分析に用いられている。 

 

４ 影響力係数と感応度係数 

 (1) 影響力係数 

   逆行列係数の各列の数値は、表頭の産業に対して最終需要が１単位発生した場合に、表側の各産

業において直接、間接に必要となる生産量を示し、その合計（列和）は、表頭の産業に対する最終

需要１単位が引き起こす産業全体の生産波及の大きさを示している。 

   タテ方向にみた各産業の合計（列和）を、全産業の合計（列和）の平均値で除した値を「影響力

係数」という（表３－５参照）。 

 

 

     

   この影響力係数は、最終需要１単位の発生がどの産業にあったときに産業全体に与える生産波及

の影響が強いかを、相対的に表す指標となる。影響力係数が１より大きい場合は、その産業の影響

力は、産業全体の影響力の平均よりも大きいことになる。 

 

 (2) 感応度係数 

   逆行列係数の各行の数値は、表頭の産業に１単位の最終需要が発生した場合に、表側の各産業に

おいて直接、間接に必要となる供給量を示している。 

    ヨコ方向にみた各産業の合計（行和）を全産業の合計（行和）の平均値で除した値を「感応度係

数」という（表３－５参照）。 

 

 

 

   この感応度係数は、各産業に１単位ず 

つ最終需要が発生した場合に、どの産業     表３－５ 逆行列係数表（例） 

が相対的に強い影響を受けることになる 

かを表す指標となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆行列係数の列和

逆行列係数の列和全体の平均値
影響力係数 ＝ 

逆行列係数の行和

逆行列係数の行和全体の平均値
感応度係数 ＝

産業１ 産業２ 産業ｎ 行　和 感応度係数
Ｂ１’
Ｂ’
Ｂ２’
Ｂ’

Ｂｎ’
Ｂ’

列  和 Ｂ１ Ｂ２ Ｂｎ

Ｂ１ Ｂ２ Ｂｎ

Ｂ Ｂ Ｂ

（注） ① 逆行列ｂｉｊのｉは行番号、ｊは列番号を意味する。

　　　 ② Ｂ＝ΣＢｊ／ｎ、Ｂ’＝ΣＢｉ’／ｎ

ｂ２ｎ

ｂｎｎ Ｂｎ’

ｂ１ｎ Ｂ１’

Ｂ２’

影響力
係　数

産業１ ｂ１１ ｂ１２

産業ｎ ｂｎ１ ｂｎ２

産業２ ｂ２１ ｂ２２

- 86 -



      

 

 (3) 影響力係数と感応度係数による産業分類 

   影響力係数を横軸に、感応度係数を縦軸にした座標に各産業の影響力係数と感応度係数の値を置

くと、その位置によって各産業を次の４区分に分類することができる。 

    ① 図３－５のⅠに該当する産業 

      他産業への影響力も他産業からの感応度も大きい産業 

   ② 図３－５のⅡに該当する産業 

           他産業への影響力は小さく、他産業からの感応度は大きい産業 

   ③ 図３－５のⅢに該当する産業 

           他産業への影響力も他産業からの感応度も小さい産業 

     ④ 図３－５のⅣに該当する産業 

           他産業への影響力は大きく、他産業からの感応度は小さい産業 

 

 

        図３－５ 影響力係数と感応度係数による産業分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 最終需要と生産との関係 

 (1) 最終需要項目別生産誘発額 

   既に述べたように、県内生産額と最終需要との間には、逆行列係数を介して次のような関係が存

在している。 

         Ｘ  ＝ 〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１ 〔（Ｉ－ ）ＦＤ ＋ ＦＥ〕 

       県内生産額        逆行列係数               最 終 需 要 

 

   すべての産業は、究極的には最終需要を満たすために生産活動を行っており、各産業の生産水準

は、最終需要の大きさによって決まる。すなわち、逆行列係数に最終需要を乗ずることにより、各

最終需要項目によって誘発される県内生産額を求めることができる。 

   各産業の県内生産額が、最終需要の各項目からどれだけ誘発されたか、その内訳をみたのが「最

終需要項目別生産誘発額」である。 

   最終需要項目別生産誘発額の計算方法を図式化すると、図３－６のようになる。  

 

   図３－６ 最終需要項目別生産誘発額の計算方法 

1 2 Ｎ Ｅ 1 2 n 1 2 Ｎ Ｅ
1 1 1
2 最終需要項目別 2 逆 行 列 係 数 2 　県産品に対 移

生産誘発額 　する県内最 ＋ 輸
　終需要 出

［ｂｉｊ］
ｎ ｎ ｎ

-1

〔Ｉ－（Ｉ－　）Ａ〕 〔（Ｉ－　）ＦＤ＋ＦＥ〕

産　 業 　部 　門

　
産
業
部
門

×

　
産
業
部
門

最 終 需 要 項 目

［Ｘ１　　　　　　ＸＮ］

＝

 ［ＦＥ］

Ｘ

最 終 需 要 項 目

　
産
業
部
門

［Ｆ１　　ＦＮ］

 
 

Ⅱ Ⅰ

Ⅲ Ⅳ

感
応
度
係
数

影 響 力 係 数

１

０ １
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       ここで、逆行列係数〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１ を Ｂ、 

       自給率（需要に対する県内生産物の比率）（Ｉ－ ）をΓ（ガンマ） とおき、 

       最終需要を消費（ＦＣ）、投資（ＦＩ）、移輸出（ＦＥ）に分けると、上の式は 

    Ｘ ＝ Ｂ ×〔 Γ （ ＦＣ ＋ ＦＩ ） ＋ ＦＥ 〕  

        ＝ Ｂ ×（ ΓＦＣ ＋ ΓＦＩ ＋ ＦＥ ) 

        ＝ ＢΓＦＣ ＋ ＢΓＦＩ ＋ ＢＦＥ 

となり、式の右辺をみると、各最終需要項目別の生産誘発額が県内生産額を決定していることが分

かる。 

 

 (2) 最終需要項目別生産誘発係数 

   最終需要項目別生産誘発額を対応する項目の最終需要の合計額で除した値を、「最終需要項目別

生産誘発係数」という。これは、各最終需要項目が各産業の生産をどれだけ誘発したか、その大き

さを示すものである。これにより、ある最終需要項目が１単位増加した場合に、各産業の生産がど

れだけ増加するかを求めることができる（図３－７参照）。 

 

 

     図３－７ 最終需要項目別生産誘発額と最終需要項目別生産誘発係数 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 (3) 最終需要項目別生産誘発依存度 

   各産業ごとの生産誘発額の最終需要項目別構成比を、「最終需要項目別生産誘発依存度」という。

その産業の生産額が、どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたか、そのウエイトを示して 

いる（図３－８参照）。 

 

 

 

          図３－８ 最終需要項目別生産誘発額と最終需要項目別生産誘発依存度 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終需要項目別生産誘発額

1 2 Ｎ Ｅ 計 1 Ｎ Ｅ 計

1 ｘ１１ ｘ１２ ｘ１Ｎ ｘ１Ｅ Ｘ１ ｘ１１ ｘ１Ｎ ｘ１Ｅ Ｘ１

2 ｘ２１ ｘ２２ ｘ２Ｎ ｘ２Ｅ Ｘ２ Ｘ１ Ｘ１ Ｘ１ Ｘ１

ｎ ｘｎ１ ｘｎ２ ｘｎＮ ｘｎＥ Ｘｎ

ｘｎ１ ｘｎＮ ｘｎＥ ＸＮ

Ｆ１ ＦＮ ＦＥ ＸＮ

最終需要項目別生産誘発依存度

1

ｎ

最　 終 　需 　要 　項 　目

 

産

 

業

 

部

 

門

産

業

部

門

最  終  需  要  項  目

最終需要項目別生産誘発係数  ＝
対応する項目の最終需要の合計額

最終需要項目別生産誘発額

最終需要項目別生産誘発依存度 ＝
各産業の生産誘発額の合計(行和)

最終需要項目別生産誘発額

最終需要項目別生産誘発額 最終需要項目別生産誘発係数

1 2 Ｎ Ｅ 1 Ｎ Ｅ
1 ｘ１１ ｘ１２ ｘ１Ｎ ｘ１Ｅ ｘ１１ ｘ１Ｎ ｘ１Ｅ

2 ｘ２１ ｘ２２ ｘ２Ｎ ｘ２Ｅ Ｆ１ ＦＮ ＦＥ

ｎ ｘｎ１ ｘｎ２ ｘｎＮ ｘｎＥ

計 Ｘ１ Ｘ２ ＸＮ ＸＥ ｘｎ１ ｘｎＮ ｘｎＥ

Ｆ１ ＦＮ ＦＥ

Ｘ１ ＸＮ ＸＥ

Ｆ１ ＦＮ ＦＥ

※　ＦＪ：最終需要の項目別合計

最  終  需  要  項  目 最　終　需　要　項　目

産
業
部
門

1

ｎ

計

産
 
業
 
部
 
門
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 (4) 計算例 

   表３－１（81ページ）の平成27年宮崎県産業連関表（３部門）をもとに、最終需要項目別生産誘

発額などを計算する。表３－６は、表３－１から計算した逆行列係数表である。 

 

         表３－６ 逆行列係数表〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１型 

     

第１次産業 第２次産業 第３次産業 行　　　和

第１次産業 1.0881 0.0799 0.0057 1.1738

第２次産業 0.1235 1.1386 0.0454 1.3075

第３次産業 0.2495 0.2446 1.2710 1.7651

列　　　和 1.4612 1.4631 1.3221  
 

(ⅰ)最終需要項目別生産誘発額の計算 

①  県産品自給率（Γ）を求める。 

     

移 輸 入 中間需要 県　　内 移輸入率 県　産　品

最終需要 自　給　率

Ｍ ＡＸ ＦＣ＋ＦＩ Γ＝１－　

億円 億円 億円 

第１次産業 1,228     2,844     569       0.3598 0.6402

第２次産業 16,471    12,393    12,370    0.6651 0.3349

第３次産業 5,859     15,093    31,372    0.1261 0.8739

※　移輸入率  　 ＝ Ｍ ／ （ＡＸ ＋ ＦＣ ＋ ＦＩ）  

 

②  県産品に対する最終需要額（ΓＦＣ、ΓＦＩ、ＦＥ）を求める。 

     

億円 億円 億円 億円 億円

第１次産業 0.6402 × 520 ＝ 333 0.6402 × 49 ＝ 32 2,466

第２次産業 0.3349 × 6,116 ＝ 2,048 0.3349 × 6,255 ＝ 2,094 13,364

第３次産業 0.8739 × 28,543 ＝ 24,944 0.8739 × 2,829 ＝ 2,472 2,851

（県産品自給率×消費額＝ΓＦＣ）

消　　　　　　　　　　　　費 投　　　　　　　　　　　　資

（県産品自給率×投資額＝ΓＦＩ）

移輸出

（ＦＥ）

 
 

③  県産品に対する最終需要額に逆行列係数（Ｂ）を乗じて、最終需要項目別生産誘発額を求める。 

 

1.0881 0.0799 0.0057 333

消費（ＢΓＦＣ）＝ 0.1235 1.1386 0.0454 × 2,048

0.2495 0.2446 1.2710 24,944  

                   

1.0881 × 333 ＋ 0.0799 × 2,048 ＋ 0.0057 × 24,944 668

＝ 0.1235 × 333 ＋ 1.1386 × 2,048 ＋ 0.0454 × 24,944 ＝ 3,505

0.2495 × 333 ＋ 0.2446 × 2,048 ＋ 1.2710 × 24,944 32,288  

1.0881 0.0799 0.0057 32 216

投資（ＢΓＦＩ）＝ 0.1235 1.1386 0.0454 × 2,094 ＝ 2,501

0.2495 0.2446 1.2710 2,472 3,662  

1.0881 0.0799 0.0057 2,466 3,767

移輸出（ＢＦＥ）＝ 0.1235 1.1386 0.0454 × 13,364 ＝ 15,651

0.2495 0.2446 1.2710 2,851 7,508  

④  最終需要項目別生産誘発額の合計を計算する。 

     

消　　費 投　　資 移 輸 出 合計(行和)
億円 億円 億円 億円 

第１次産業 668       216       3,767     4,651     

第２次産業 3,505     2,501     15,651    21,656    

第３次産業 32,288    3,662     7,508     43,457    

合計(列和) 36,461    6,379     26,926    69,765     
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 (ⅱ)最終需要項目別生産誘発係数の計算 

最終需要項目別生産誘発額を対応する項目の最終需要の合計額で除して、最終需要項目別生産誘

発係数を求める。 

668   216   3,767 4,651

35,179 9,133 18,681 62,993

3,505 2,501 15,651 21,656

35,179 9,133 18,681 62,993

32,288 3,662 7,508 43,457

35,179 9,133 18,681 62,993

36,461 6,379 26,926 69,765

35,179 9,133 18,681 62,993
1.0364

＝ 0.0190

消　　　　費

＝

第１次産業

第２次産業

第３次産業

合　　計

＝

＝

0.0996

0.9178

0.0236

0.2738

0.4010

0.6985

＝

＝

＝

＝ ＝

0.2017

0.8378

0.4019

1.4413

投　　　　資

＝

＝

＝

移　　輸 　出

0.3438

0.6899

1.1075

＝

＝

＝

＝

合　　　　計

0.0738

 

 

(ⅲ)最終需要項目別生産誘発依存度の計算 

   各産業（行）に、生産誘発額合計で各最終需要項目別生産誘発額を除して、最終需要項目別生産

誘発依存度を求める。 

668   216   3,767 4,651

4,651 4,651 4,651 4,651

3,505 2,501 15,651 21,656

21,656 21,656 21,656 21,656

32,288 3,662 7,508 43,457

43,457 43,457 43,457 43,457

36,461 6,379 26,926 69,765

69,765 69,765 69,765 69,765

第１次産業

第２次産業

第３次産業

合　　　　計

＝

＝

＝

＝

移　　輸 　出

＝

＝

＝

＝

＝

＝

0.0464

0.1155

0.0843

0.0914合　　計

消　　　　費 投　　　　資

0.7227

0.1436

0.1618

0.7430

0.5226 ＝

＝

＝

＝

＝

0.1728

0.3859

1.0000

1.0000

1.0000

1.0000＝

0.8100

 

 

６ 最終需要と粗付加価値との関係 

 各産業の県内生産額は、中間投入と粗付加価値で構成されている。各産業の生産は、最終需要によ

って誘発されるため、県内生産額の一部である粗付加価値もまた、最終需要によって誘発されるとい

える。 

  前述のとおり、県内生産額に占める粗付加価値額の割合を粗付加価値率というが、生産誘発額にこ

の粗付加価値率を乗ずることによって、最終需要項目別粗付加価値誘発額を求めることができる。 

   表３－１をもとに計算を行う。 

 

 (ⅰ)最終需要項目別粗付加価値誘発額の計算 

①  粗付加価値率を求める。 

      

粗付加価値額 県内生産額 粗付加価値率
Ｖ Ｘ Ｖ＝Ｖ／Ｘ

億円 億円 

第１次産業 1,941      4,651      0.4173
第２次産業 8,522      21,656     0.3935
第３次産業 28,972     43,457     0.6667  

  

② 粗付加価値率を生産誘発額に乗じて粗付加価値誘発額を求める。 

億円 億円 億円 億円

第１次産業 0.4173 × 668 ＝ 279 0.4173 × 216 ＝ 90 0.4173 × 3,767 ＝ 1,572 1,941
第２次産業 0.3935 × 3,505 ＝ 1,379 0.3935 × 2,501 ＝ 984 0.3935 × 15,651 ＝ 6,159 8,522
第３次産業 0.6667 × 32,288 ＝ 21,526 0.6667 × 3,662 ＝ 2,441 0.6667 × 7,508 ＝ 5,005 28,972
合計(列和) 23,184 3,515 12,736 39,435

消　　　　　　　費 投　　　　　　　資 移　　　輸　　　出 合計(行和)
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(ⅱ)最終需要項目別粗付加価値誘発係数の計算 

279   90    1,572 1,941

35,179 9,133 18,681 62,993

1,379 984 6,159 8,522

35,179 9,133 18,681 62,993

21,526 2,441 5,005 28,972

35,179 9,133 18,681 62,993

23,184 3,515 12,736 39,435

35,179 9,133 18,681 62,993

移　　輸 　出投　　　　資消　　　　費 合　　　　計

第１次産業 ＝ 0.0079 ＝

＝ 0.3297 ＝ 0.1353

0.0099 ＝ 0.0841 ＝

第３次産業 ＝ 0.6119 ＝

0.0308

第２次産業 ＝ 0.0392 ＝ 0.1077

＝ 0.6818 ＝ 0.6260

0.2673 ＝ 0.2679 ＝ 0.4599

合　　計 ＝ 0.6590 ＝ 0.3849
 

    最終需要項目別粗付加価値誘発額を対応する最終需要の合計額で除して、最終需要項目別粗付加

価値誘発係数を求める。  

  

(ⅲ)最終需要項目別粗付加価値誘発依存度の計算 

   各産業（行）に、粗付加価値誘発額合計で各最終需要項目別粗付加価値誘発額を除して、最終需

要項目別粗付加価値誘発依存度を求める。 

279   90    1,572 1,941

1,941 1,941 1,941 1,941

1,379 984 6,159 8,522

8,522 8,522 8,522 8,522

21,526 2,441 5,005 28,972

28,972 28,972 28,972 28,972

23,184 3,515 12,736 39,435

39,435 39,435 39,435 39,435

消　　　　費 投　　　　資 移　　輸 　出 合　　　　計

0.0464 ＝ 0.8099 ＝第１次産業 ＝ 0.1437 ＝ 1.0000

第２次産業 ＝ 0.1618 ＝ 0.1155 ＝ 0.7227 ＝ 1.0000

0.0843 ＝ 0.1728 ＝第３次産業 ＝ 0.7430 ＝ 1.0000

合　　計 ＝ 0.5879 ＝ 0.0891 ＝ 0.3230 ＝ 1.0000
 

 

７ 最終需要と移輸入との関係 

 ある最終需要に対して、通常はそのすべてが県内生産によって賄われるものでなく、一部は移輸入

によって賄われる。すなわち、移輸入も最終需要によって誘発されているということができ、移輸入

誘発額を求めることができる。 

 一般に利用されている〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１ 型の逆行列係数においては、移輸入品の再移輸出は

対象としないため、移輸入係数（ｍｉ）は地域内需要に対する比率として次のように定義される。 

 

 

 

                                     ＝ 

 

 

    ∴ Ｍ ＝ （ＡＸ ＋ ＦＤ） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑤ 

また、県内生産額は次のとおり。 

   Ｘ＝〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１〔（Ｉ－ ）ＦＤ＋ＦＥ〕 ・・・・・・・・・・・・・・⑥ 

  ここで、逆行列係数〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１ をＢとおいて、⑤式に⑥式を代入すると、 

   Ｍ ＝ ＡＢ〔（Ｉ－ ）ＦＤ ＋ ＦＥ〕＋ ＦＤ   

       ＝ ＡＢ（Ｉ－ ）ＦＤ ＋ ＦＤ ＋ ＡＢＦＥ 

        ＝〔 ＡＢ（Ｉ－ ）＋ 〕ＦＤ ＋ ＡＢＦＥ 

となる。 

  これは、移輸入（Ｍ）は県内最終需要（ＦＤ）によって誘発されるものと、移輸出（ＦＥ）によって

誘発されるものとに分離され、それぞれに対応する最終需要額を乗じて求められることを示している。 

Ｍｉ

（ＡＸ ＋ ＦＤ）ｉ
ｍｉ ＝

ｍ１ 0 0
0 ｍ２ 0

0 0 ｍｎ
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  なお、最終需要項目別移輸入誘発係数及び最終需要項目別移輸入誘発依存度は、前述の最終需要項

目別生産誘発係数及び最終需要項目別生産誘発依存度と同様の方法で求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

８ その他の係数 

 (1) 移輸入係数 

     県内需要額に対する移輸入額の割合＝移輸入率である。 

   各行部門の移輸入額を、県内需要額で除して求める。 

 

 (2) 移輸入品投入係数 

   移輸入係数の対角行列に投入係数を乗じたものである。表の係数は列和で示している。 

     移輸入品投入係数＝ Ａ 

 

 (3) 総合移輸入係数 

 ある産業部門に対する１単位の最終需要が、直接・間接に誘発する各産業の移輸入額を示す係数

である。 

 移輸出を除く最終需要（県内最終需要）１単位によって誘発される係数と、移輸出１単位によっ

て誘発される係数に分けて算出し、それぞれの列和で示してある。 

     移輸出を除く最終需要１単位によって誘発される係数 

          ＝ Ａ〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１（Ｉ－ ）＋  

     移輸出１単位によって誘発される係数 

          ＝ Ａ〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１ 

 

 (4) 総合粗付加価値係数 

   ある産業部門に対する１単位の最終需要が、直接・間接に誘発する各産業の粗付加価値額を示す

係数である。表の係数は列和で示している。 

     総合粗付加価値係数＝Ｖ〔Ｉ－（Ｉ－ ）Ａ〕－１  

最終需要項目別移輸入誘発係数  ＝
ある最終需要項目別移輸入誘発額
対応する最終需要の項目別合計

最終需要項目別移輸入誘発依存度 ＝
最終需要項目別移輸入誘発額

最終需要項目全体により誘発された移輸入額
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Ⅲ 経済波及効果の計算方法 

 

 ここでは、これまでに説明した各種係数を利用して、仮説例をもとに具体的に波及効果の計算を行う。 

 波及効果の計算は、均衡産出高モデルによる生産波及効果の計算と均衡価格モデルによる価格波及の

計算に大別されるが、ここでは均衡産出高モデルである「平成27年宮崎県産業連関表」の数値を利用し、

生産波及効果の計算方法について取り上げる。 

 

１ 経済波及効果とは  

 経済波及とは、ある産業に対して生じた最終需要がその産業の生産を誘発するとともに、それによ

り次々と各産業の生産をも誘発していくことをいい、その生産誘発額は直接効果、第１次間接効果、

第２次間接効果の３段階に分けて計算を行う。 

 

 (1) 直接効果 

 経済波及効果分析の際、消費・投資などの最終需要によって生じた最初の生産額の増加をいう。 

 (2) 第１次間接効果 

 新たな生産（直接効果）に伴う原材料等の投入によって県内各産業部門で誘発された生産額。 

 また、直接効果と第１次間接効果をあわせて第１次波及効果という。 

 (3) 第２次間接効果 

 第１次波及効果（直接効果及び第１次間接効果）に伴って発生した雇用者所得が新たな消費需要

（民間消費支出）にまわり、それにより誘発された生産額。第２次波及効果ともいう。 

 (4) 総合効果 

   第１次波及効果と第２次波及効果（第２次間接効果）の合計額をいう。 

 

   図３－９ 経済波及効果のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２次間接効果以降も、この効果は、雇用者所得 → 消費増 → 生産誘発 → 雇用者所得 のサイク

ルで第３次、第４次と計算がゼロに収束するまで繰り返されるが、一般的には第２次間接効果までを

分析対象としている。 

 

需要誘発要因

新たな最終需要額

うち中間投入 うち粗付加価値 直接効果

うち雇用者所得

第１次波及効果

第１次生産誘発額

うち粗付加価値 第１次間接効果

うち雇用者所得

総合効果

民間消費支出額（家計消費）

第２次生産誘発額

うち粗付加価値 第２次間接効果（第２次波及効果）

うち雇用者所得
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２ 波及効果分析の留意点 

 ここで分析に用いた均衡産出高モデルでは、最終需要が与えられれば各産業部門への経済波及効果

を計算することができる。 

  しかし、計算結果を読み取る場合に、次のような点に留意する必要がある。 

 

 (1) 生産能力の限界を無視している。 

 このモデルでは、各産業に及ぼす波及効果を測定できるが、各産業に需要に応えられるだけの生

産余力があるのかどうかという生産能力の限界が無視されている。 

 ある産業に生産余力がなければ、波及効果はそこで中断する。超過需要を移輸入で賄うことがで

きれば、生産余力のある他の産業には波及が続くことになる。 

 

 (2) 在庫による調整を無視している。 

  ある産業で在庫が十分ある場合、その産業に生産波及が及んでも、生産を増加せずに在庫品で需

要に応えることも考えられる。この場合、ここで波及が中断するがこれを無視している。 

 

 (3) 投入係数の短期的安定を前提としている。 

 投入係数は、生産に必要な原材料や燃料等の投入比率を表しているが、これは、産業連関表の対

象年次の生産技術を反映したものといえる。したがって、生産技術が変化すれば投入係数も変化す

ることが考えられるが、短期間に大幅な生産技術の変化はないものとしている。 

 

 (4) 自給率は一定としている。 

 生産に必要な原材料や燃料等を県産品で賄う割合、すなわち自給率は様々な要因で変化するが、

これを一定としている。 

 

 (5) 時間的問題が不明確である。 

 いつの時点で波及効果が達成されるか、その時期が不明確である（通常は１年以内と想定されて

いる）。 

 

 (6) 第２次波及効果の対象を雇用者所得のみとしている。 

  第２次波及効果の計算では、雇用者所得のみを対象としているが、営業余剰には農家をはじめと

する個人業種の所得が含まれている。また、公共事業の用地費なども消費に回される。したがって、

本来はこれらを含めて第２次波及効果を計算すべきであるが、営業余剰から個人業種の所得を分割

する方法や用地費の消費転嫁分を計算する方法などが明確でないため、これらを割愛している。 

 

 

３ 経済波及効果分析の方法 

以下は、最終需要の変化による波及効果の例である。 

 

 (1) 直接効果となる県内最終需要額を求める。 

① 最終需要額を各産業に振り分ける。 

② 全てが県内で調達されるとは限らないため、自給率を乗じて県内で発生する最終需要を求める。 

 

 (2) 第１次生産誘発額を求める。 

① 直接効果の県内最終需要額に産業部門ごとの投入係数を乗じて、中間投入内訳を求める。 

② 中間投入内訳に自給率を乗じて県内需要額を計算する。 
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③ 逆行列係数に県内需要額を乗じて、県内で発生する第１次生産誘発額を求める。 

◎ 逆行列係数に直接効果となる県内最終需要額を乗じると、直接効果の県内最終需要額及び第１

次生産誘発額を加算したものと同じ結果になり、簡易に計算できる。 

 

 (3) 第２次波及効果に転嫁される消費支出額を計算し、第２次生産誘発額を求める。 

① 直接効果及び第１次間接効果により生じた生産誘発額に雇用者所得率を乗じて雇用者所得誘発

額を求める。 

② 誘発された雇用者所得は全額消費されるわけでないため、一般家庭における収入に対する消費

の割合を示す「平均消費性向」を乗じて消費支出額を求める。 

③ 得られた消費額を産業連関表上の民間消費支出の構成比を用いて各産業に分割する。 

④ 第１次間接効果と同様に、自給率を乗じて県内需要額を計算し、逆行列係数を乗じて第２次生

産誘発額を計算する。 

◎ 平均消費性向を乗じて求めた消費支出額に、「Ⅱ－５最終需要と生産との関係」で説明した最

終需要項目別生産誘発係数（民間消費支出）を乗じると、第２次生産誘発額を簡易に計算できる。 
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４ 最終需要の変化による波及効果 

 

（仮説例１） 特定最終需要項目が変化した場合 
 

    民間消費支出が 100億円増加した場合の経済波及効果はどれほどか。 

 

               

               
               

 

 

 

【ケース１】 消費支出の財別構成が明確な場合（産業ごとに消費支出増加額が分かっている場合） 

【ケース２】 消費支出の財別構成が不明な場合（消費支出増加額の総額だけが把握でき、産業ごとの

増加額が不明な場合） 

 

【ケース１】 消費支出の財別構成が明確な場合 

 ＜第１次波及効果＞ 

 財別構成が明確な場合は、財別に県内最終需要額を求め、これを逆行列係数に乗じる。 

（注）財別需要額は任意に作成 

 

【直接効果】 （単位：百万円）

a b c=a×b
農業 1,000 0.634390 634
林業 200 0.749537 150
漁業 1,000 0.557274 557
鉱業 0 0.259162 0
製造業 3,000 0.160846 483
建設業 0 1.000000 0
電・ガ・水 300 0.795420 239
商業 1,000 0.700129 700
金融・保険 500 0.851178 426
不動産 500 0.999988 500
運輸・郵便 400 0.800543 320
情報通信 100 0.730555 73
公務 0 1.000000 0
サービス 2,000 0.924918 1,850
分類不明 0 0.995979 0
合計 10,000 5,932
（注）「電・ガ・水」は「電力・ガス・水道」（以下同じ）

財別
需要額

自給率
県内最終
需要額

 

 

【直接＋第1次間接効果】

逆行列係数
d
農業 林業 ・・・・・分類不明 c e f g=e×f

農業 1.213837 0.018872 634 759 0.120722 92
林業 0.007884 1.215032 150 182 0.095018 17
漁業 0.001295 0.000301 557 588 0.212225 125
鉱業 0.004786 0.001533 0 4 0.095005 0
製造業 0.630346 0.124715 483 647 0.128792 83
建設業 0.005466 0.002276 （省略： 0 61 0.192879 12
電・ガ・水 0.051689 0.014794 統計表参照） 239 347 0.179290 62
商業 0.139270 0.034771 × 700 ＝ 938 0.392680 368
金融・保険 0.016741 0.011293 426 531 0.371457 197
不動産 0.004421 0.002702 500 548 0.023609 13
運輸・郵便 0.149443 0.132505 320 609 0.179141 109
情報通信 0.017804 0.007673 73 164 0.120382 20
公務 0.002048 0.002046 0 12 0.389481 5
サービス 0.085477 0.054962 1,850 2,388 0.377449 901
分類不明 0.008339 0.008330 0 53 0.005653 0
合計 2.338845 1.631805 5,932 7,831 2,005

行列計算

雇用者
所得率

雇用者所得
誘発額

生産
誘発額

県内最終
需要額
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＜第２次波及効果＞ 

  第１次波及効果で求めた雇用者所得誘発額に平均消費性向を乗じて消費支出額を求め、民間消費

支出生産誘発係数を乗じて生産誘発額、雇用者所得誘発額を求める。 

  

【第2次間接効果】

g h i=g×h ｊ k=i×j l m=k×l
農業 92 0.019374 28 0.120722 3
林業 17 0.001129 2 0.095018 0
漁業 125 0.000821 1 0.212225 0
鉱業 0 0.000248 0 0.095005 0
製造業 83 0.054463 79 0.128792 10
建設業 12 0.002923 4 0.192879 1
電・ガ・水 62 0.025283 37 0.179290 7
商業 368 0.103932 151 0.392680 59
金融・保険 197 0.065716 96 0.371457 36
不動産 13 0.163429 238 0.023609 6
運輸・郵便 109 0.058332 85 0.179141 15
情報通信 20 0.053444 78 0.120382 9
公務 5 0.004699 7 0.389481 3
サービス 901 0.303804 442 0.377449 167
分類不明 0 0.003242 5 0.005653 0
合計 2,005 0.726 1,456 1,253 316
（注１）「民間消費支出生産誘発係数」は、最終需要項目別生産誘発係数「民間消費支出」欄参照（以下同じ）
（注２）「平均消費性向」は、令和元年平均（以下同じ）

雇用者所得
誘発額

平均消費
性向

消費支出額
雇用者所得
誘発額

民間消費支出
生産誘発係数

生産
誘発額

雇用者
所得率

 
＜総合効果＞ 第１次波及効果(e)＋第２次波及効果(k)= 9,084  内雇用者所得誘発額 2,321 (単位：百万円)  

 

【ケース２】 消費支出の財別構成が不明な場合（消費支出増加額の総額だけが把握でき、産業ごとの

増加額が不明な場合） 
 

 ＜第１次波及効果＞ 

 財別構成が不明な場合は、基準年（平成27年）と分析対象年とで財別構成に変化がないと考え、

平成27年表の財別構成を利用し、民間消費支出生産誘発係数により求めることができる。 

【直接＋第1次間接効果】 （単位：百万円）

a b c=a×b d e=c×d
農業 0.019374 194 0.120722 23
林業 0.001129 11 0.095018 1
漁業 0.000821 8 0.212225 2
鉱業 0.000248 2 0.095005 0
製造業 0.054463 545 0.128792 70
建設業 0.002923 29 0.192879 6
電・ガ・水 0.025283 253 0.179290 45
商業 0.103932 1,039 0.392680 408
金融・保険 0.065716 657 0.371457 244
不動産 0.163429 1,634 0.023609 39
運輸・郵便 0.058332 583 0.179141 104
情報通信 0.053444 534 0.120382 64
公務 0.004699 47 0.389481 18
サービス 0.303804 3,038 0.377449 1,147
分類不明 0.003242 32 0.005653 0
合計 10,000 8,576 2,172

雇用者
所得率

雇用者所得
誘発額

民間消費支出
生産誘発係数

民間消費支出
増加額

生産
誘発額

 
  

＜第２次波及効果＞ 

  第２次波及効果の計算方法は、【ケース１】と同様に行う。（ここでは省略） 

 

 以上の計算例から分かるように、第１次波及効果、第２次波及効果以降を問わず、問題となるのは

財別構成をどのように把握するかということである。これが決まれば、計算課程はすべて同じである。 
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（仮説例２） 公共投資による波及効果 
 

    公共工事（道路建設）100億円の経済波及効果はどれほどか（ただし、用地費等を除く）。 

 

 

【ケース１】 当該工事の費用構成が不明で、産業連関表の基準年次の費用構成を代用する場合 

【ケース２】 当該工事の費用構成が明確な場合 

 

【ケース１】 当該工事の費用構成が不明で、産業連関表の基準年次の費用構成を代用する場合 

 ＜第１次波及効果＞ 

      ここでは、100億円は全額が建設業に投資されると仮定して分析を行う。 

   県内最終需要額である100億円の費用構成が不明な場合は、基準年（平成27年）と分析対象年とで

費用構成に変化がないと考え、平成27年表の費用構成を利用することになる。 

 

【直接効果】 （単位：百万円）

a b c=a×b
農業 0 0.634390 0
林業 0 0.749537 0
漁業 0 0.557274 0
鉱業 0 0.259162 0
製造業 0 0.160846 0
建設業 10,000 1.000000 10,000
電・ガ・水 0 0.795420 0
商業 0 0.700129 0
金融・保険 0 0.851178 0
不動産 0 0.999988 0
運輸・郵便 0 0.800543 0
情報通信 0 0.730555 0
公務 0 1.000000 0
サービス 0 0.924918 0
分類不明 0.995979 0
合計 10,000 10,000

財別
需要額

自給率
県内最終
需要額

 

 

  

【直接＋第1次間接効果】

逆行列係数
d
農業・・・ 建設 ・・・分類不明 c e f g=e×f

農業 0.005480 0 57 0.120722 7
林業 0.000558 0 6 0.095018 1
漁業 0.000113 0 2 0.212225 0
鉱業 0.002465 0 23 0.095005 2
製造業 0.052092 0 474 0.128792 61
建設業 （省略： 1.001355 （省略： 10,000 10,032 0.192879 1,935
電・ガ・水 統計表参照） 0.009638 統計表参照） 0 76 0.179290 14
商業 0.044170 × 0 ＝ 668 0.392680 262
金融・保険 0.013631 0 160 0.371457 60
不動産 0.003573 0 43 0.023609 1
運輸・郵便 0.065294 0 614 0.179141 110
情報通信 0.011844 0 98 0.120382 12
公務 0.003455 0 35 0.389481 14
サービス 0.099973 0 1,201 0.377449 453
分類不明 0.014065 0 155 0.005653 1
合計 1.327706 10,000 13,645 2,932

行列計算

雇用者
所得率

雇用者所得
誘発額

生産
誘発額

県内最終
需要額
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＜第２次波及効果＞ 

  第１次波及効果で求めた雇用者所得誘発額に平均消費性向を乗じて消費支出額を求め、民間消費

支出生産誘発係数を乗じて生産誘発額、雇用者所得誘発額を求める。 

  

【第2次間接効果】

g h i=g×h ｊ k=i×j l m=k×l
農業 7 0.019374 41 0.120722 5
林業 1 0.001129 2 0.095018 0
漁業 0 0.000821 2 0.212225 0
鉱業 2 0.000248 1 0.095005 0
製造業 61 0.054463 116 0.128792 15
建設業 1,935 0.002923 6 0.192879 1
電・ガ・水 14 0.025283 54 0.179290 10
商業 262 0.103932 221 0.392680 87
金融・保険 60 0.065716 140 0.371457 52
不動産 1 0.163429 348 0.023609 8
運輸・郵便 110 0.058332 124 0.179141 22
情報通信 12 0.053444 114 0.120382 14
公務 14 0.004699 10 0.389481 4
サービス 453 0.303804 647 0.377449 244
分類不明 1 0.003242 7 0.005653 0
合計 2,932 0.726 2,129 1,833 462

雇用者所得
誘発額

平均消費
性向

消費支出額
雇用者所得
誘発額

民間消費支出
生産誘発係数

生産
誘発額

雇用者
所得率

 

＜総合効果＞ 第１次波及効果(e)＋第２次波及効果(k)= 15,478  内雇用者所得誘発額 3,394 (単位：百万円) 

 

【ケース２】 当該工事の費用構成が明確な場合 

 ＜第１次波及効果＞ 

 県内最終需要額である100億円の費用構成を業務資料などにより求めるが、資料の入手が困難であ

るため、本県の平成27年産業連関表の道路関係公共事業の投入係数又は国土交通省総合政策局作成

の「平成27年建設部門分析用産業連関表」の投入係数を利用して求めることとなる。 

 ここでは、本県の平成27年産業連関表の道路関係公共事業の投入係数を使用した。これは、基本

表（509×391部門）から求める。基本分類の列は道路関係公共事業のままとし、行を15部門に統合

して投入係数を計算した。 

 なお、この場合は、仮説例２【ケース１】で利用した簡易な計算方法は使用できないため、投入

係数、自給率、逆行列係数により第１次間接効果を求める。 

    

【直接効果】 （単位：百万円）

a b c=a×b d e=c×d
農業 0 0.634390 0 0.120722 0
林業 0 0.749537 0 0.095018 0
漁業 0 0.557274 0 0.212225 0
鉱業 0 0.259162 0 0.095005 0
製造業 0 0.160846 0 0.128792 0
建設業 10,000 1.000000 10,000 0.192879 1,929
電・ガ・水 0 0.795420 0 0.179290 0
商業 0 0.700129 0 0.392680 0
金融・保険 0 0.851178 0 0.371457 0
不動産 0 0.999988 0 0.023609 0
運輸・郵便 0 0.800543 0 0.179141 0
情報通信 0 0.730555 0 0.120382 0
公務 0 1.000000 0 0.389481 0
サービス 0 0.924918 0 0.377449 0
分類不明 0 0.995979 0 0.005653 0
合計 10,000 10,000 1,929

財別
需要額

自給率
県内最終需

要額
雇用者
所得率

雇用者所得
誘発額
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【第1次間接効果】

c f g=c×f b h=g×b
農業 0 0.003013 30 0.634390 19
林業 0 0.000037 0 0.749537 0
漁業 0 0.000000 0 0.557274 0
鉱業 0 0.015359 154 0.259162 40
製造業 0 0.219876 2,199 0.160846 354
建設業 10,000 0.000366 4 1.000000 4
電・ガ・水 0 0.005594 56 0.795420 44
商業 0 0.042570 426 0.700129 298
金融・保険 0 0.015101 151 0.851178 129
不動産 0 0.000650 7 0.999988 7
運輸・郵便 0 0.072872 729 0.800543 583
情報通信 0 0.008504 85 0.730555 62
公務 0 0.000000 0 1.000000 0
サービス 0 0.108999 1,090 0.924918 1,008
分類不明 0 0.006011 60 0.995979 60
合計 10,000 4,990 2,608

県内需要額
県内最終需

要額
道路関係
投入係数

各産業
需要額

自給率

 
 

 

逆行列係数
i
農業・・・ 建設 ・・・分類不明 h j d k=j×d

農業 0.005480 19 65 0.120722 8
林業 0.000558 0 5 0.095018 0
漁業 0.000113 0 2 0.212225 0
鉱業 0.002465 40 41 0.095005 4
製造業 0.052092 354 428 0.128792 55
建設業 （省略： 1.001355 （省略： 4 26 0.192879 5
電・ガ・水 統計表参照） 0.009638 統計表参照） 44 91 0.179290 16
商業 0.044170 × 298 ＝ 406 0.392680 159
金融・保険 0.013631 129 167 0.371457 62
不動産 0.003573 7 31 0.023609 1
運輸・郵便 0.065294 583 750 0.179141 134
情報通信 0.011844 62 111 0.120382 13
公務 0.003455 0 18 0.389481 7
サービス 0.099973 1,008 1,328 0.377449 501
分類不明 0.014065 60 79 0.005653 0
合計 1.327706 2,608 3,547 967

行列計算

県内最終
需要額

雇用者
所得率

雇用者所得
誘発額

生産
誘発額

 

 

  

＜第２次波及効果＞ 

  第２次波及効果の計算方法は、【ケース１】と同様に行う。 

（ここでは省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【直接＋第1次間接効果】

l=c+j m=e×k
農業 65 8
林業 5 0
漁業 2 0
鉱業 41 4
製造業 428 55
建設業 10,026 1,934
電・ガ・水 91 16
商業 406 159
金融・保険 167 62
不動産 31 1
運輸・郵便 750 134
情報通信 111 13
公務 18 7
サービス 1,328 501
分類不明 79 0
合計 13,547 2,896

生産
誘発額

雇用者所得
誘発額
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５ 生産額の変化による波及効果 

 

 （仮説例３） 特定産業の生産増加による波及効果 
 

     企業誘致により、製造業において100億円の生産増加が見込まれるが、県内産業への影響は 

 どれほどか。 

 

 

 （注意点） 

ａ これまでの仮説例は、最終需要の変化に伴う波及効果の分析であったが、この仮説例は、生産

額そのものの変化に伴う波及効果を分析する。 

ｂ 逆行列係数は、最終需要の変化に伴う生産誘発額を求めるものであり、生産額そのものの変化

に伴う波及効果分析には、そのままでは使用できない。 

ｃ このため、特定産業を外生化（除外）することが必要となるが、通常は、次に説明する簡略計

算法を用いる。 

 

 《簡略計算法の手順》 

  (1) 特定産業の列（タテ）と行（ヨコ）の交点の逆行列係数を求める（交点の逆行列係数は、必ず

１以上になっている）。 

    製造業を例にとると、表頭の製造業の逆行列係数を上から下に見ていく。このとき、表側の産

業も製造業である交点の係数が、求める逆行列係数となる。 

  (2) 特定産業の逆行列係数（列）を交点の逆行列係数で割戻した係数を作成する。 

  (3) この係数に生産増加額を乗じたものが第１次波及効果になる。 

  (4) 後の計算はこれまでの計算例と同様の手順になる。 

     なお、投入構造が明確な場合は、特定産業を外生化した逆行列係数を作成して分析する。 

 

 

 ＜第１次波及効果＞ 

  交点の逆行列係数で割戻した係数に生産増加額を乗じて生産誘発額、雇用者所得誘発額を求める。 

（単位：百万円）

a b c d=b×c e f=d×e
農業 0.087782 0.082512 825 0.120722 100
林業 0.009256 0.008700 87 0.095018 8
漁業 0.001121 0.001054 11 0.212225 2
鉱業 0.001724 0.001621 16 0.095005 2
製造業 1.063877 1.000000 10,000 0.128792 1,288
建設業 0.002813 0.002644 26 0.192879 5
電・ガ・水 0.034792 0.032703 327 0.179290 59
商業 0.045443 0.042715 427 0.392680 168
金融・保険 0.008734 0.008210 82 0.371457 30
不動産 0.002496 0.002346 23 0.023609 1
運輸・郵便 0.042938 0.040360 404 0.179141 72
情報通信 0.007566 0.007112 71 0.120382 9
公務 0.001615 0.001518 15 0.389481 6
サービス 0.053319 0.050118 501 0.377449 189
分類不明 0.006577 0.006182 62 0.005653 0
合計 1.370055 1.287794 10,000 12,878 1,938

雇用者
所得率

雇用者所得
誘発額

製造業の
逆行列係数

交点の逆行列係数
で割り戻した係数

生産
増加額

生産
誘発額
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＜第２次波及効果＞ 

     第１次波及効果で求めた雇用者所得誘発額に平均消費性向を乗じて消費支出額を求め、民間消費

支出生産誘発係数を乗じて生産誘発額、雇用者所得誘発額を求める。 

   

f g h=f×g i j=h×i k l=j×k
農業 100 0.019374 27 0.120722 3
林業 8 0.001129 2 0.095018 0
漁業 2 0.000821 1 0.212225 0
鉱業 2 0.000248 0 0.095005 0
製造業 1,288 0.054463 77 0.128792 10
建設業 5 0.002923 4 0.192879 1
電・ガ・水 59 0.025283 36 0.179290 6
商業 168 0.103932 146 0.392680 57
金融・保険 30 0.065716 92 0.371457 34
不動産 1 0.163429 230 0.023609 5
運輸・郵便 72 0.058332 82 0.179141 15
情報通信 9 0.053444 75 0.120382 9
公務 6 0.004699 7 0.389481 3
サービス 189 0.303804 428 0.377449 161
分類不明 0 0.003242 5 0.005653 0
合計 1,938 0.726 1,407 1,211 306

雇用者所得
誘発額

平均消費
性向

消費支出額
雇用者所得
誘発額

民間消費支出
生産誘発係数

生産
誘発額

雇用者
所得率

 

  

＜総合効果＞第１次波及効果(d)＋第２次波及効果(j)= 14,089 内雇用者所得誘発額 2,244 (単位：百万円) 
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Ⅳ 行列について 

 

１ 行列の定義と用語 

 数字を縦、横それぞれ同じ数ずつ並べたものを「行列（マトリックス）」という。通常、行列は、

並んだ数字を括弧（［ ］）でくくって表す。 

  行列を構成している個々の数字を「要素」という。また、数字の横の並びを「行」、縦の並びを「列」

といい、それぞれ上段からあるいは左側から第１行、第２行あるいは第１列、第２列と呼ぶ。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 ある行列の行数がｍ、列数がｎであるとき、この行列を（ｍ×ｎ）型あるいは（ｍ，ｎ）型行列と

いう。したがって、上に示した行列は、（３×４）型あるいは（３，４）型行列である。 

 行列を簡単に１個の文字で表す場合、一般にアルファベットの大文字（Ａ、Ｂ、Ｃなど）を用いる。

その要素を表す場合は、同じアルファベットの小文字を用い、それに行番号、列番号を示す数字を添

えて表す。第ｉ行、第ｊ列の位置にある要素はａｉｊと表現する。 

                

               ａ１１  ａ１２             ａ１ｎ  

          Ａ＝   ａ２１  ａ２２             ａ２ｎ 

                ┊    ┊    ┊     ┊     ┊   

               ａｍ１  ａｍ２             ａｍｎ 

 

２ 特殊な形の行列 

 行列はその型によっていろいろな名称がつけられている。このうち、正方行列とベクトルについて

簡単に説明する。 

 

 (1) 正方行列 

 行の数と列の数が等しく、要素が正方形に並んでいる行列を「正方行列」という。ある正方行列

が（ｍ，ｍ）型行列のとき、これをｍ次の正方行列という。 

 正方行列の中には、その形から次のように特別の名称で呼ばれるものがある。 

 

  ① 対角行列 

    左上から右下に至る対角線上の要素以外の要素がすべ    （例） 

   て０のものを「対角行列」という。 

 

 

  ② 単位行列 

    対角行列で対角線上の要素がすべて１のものを「単位     （例） 

   行列」といい、通常Ｉで表す。 

 

 

６ １ ５ ２ 第１行

４ ６ ０ １ 第２行

８ ３ ７ ９ 第３行

第 第 第 第

１ ２ ３ ４

列 列 列 列

５ ０ ０ ０

０ ９ ０ ０

０ ０ ２ ０

０ ０ ０ ６

１ ０ ０ ０

０ １ ０ ０

０ ０ １ ０

０ ０ ０ １

Ｉ ＝
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 (2) ベクトル 

 １行あるいは１列だけからなる行列を、それぞれ「行ベクトル」あるいは「列ベクトル」という。

このうち、すべての要素が１のものを「単位ベクトル」という。 

         行ベクトルの例        列ベクトルの例  

 

 

         

３ 行列の演算 

 (1) 加減算 

 行列の加減算は、型の等しい行列のみで行われる。すなわち、それぞれの行列は、行数及び列数

がそれぞれ等しくなければならない。 

    行列Ａ、Ｂを 

 

 

  とすると、Ａ＋Ｂ及びＡ－Ｂは次のようになる。 

 

 

 

 

 

 (2) 乗算 

   行列Ａに行列Ｂをかける場合、行列Ａの列数(ｒ)が行列Ｂの行数(ｒ)と等しくなければならない。 

     

A × Ｂ ＝

（ ｍ × ｒ ） （ ｒ × ｎ ）

Ａ Ｂ

( ｍ × ｎ )

  

     行列Ａが３×２行列、Ｂが２×２行列であり、Ａの列数(＝２)とＢの行数(＝２)が等しい 

 

 

 

   とすると、Ａ×Ｂは次のようになる。 

 

 

 

 

 行列Ａ及び行列Ｂがともに正方行列の場合、Ａ×ＢもＢ×Ａも型の等しい正方行列となるが、結

果も等しいとは限らない。 

    行列Ａ、Ｂを 

 

 

  とし、Ａ×Ｂ及びＢ×Ａを求めると次のようになる。 

 

 

 

 

７ １ ８ ３ ７

１

８

３

３ ８ ７

５ ５ ４
Ａ ＝

９ ０ ５

２ ６ ８
Ｂ ＝

３＋９ ８＋０ ７＋５ １２  ８ １２

５＋２ ５＋６ ４＋８  ７ １１ １２
＝Ａ＋Ｂ＝

３－９ ８－０ ７－５ －６ 　 ８ 　 ２

５－２ ５－６ ４－８ 　 ３ －１ －４
Ａ－Ｂ＝ ＝

９ ２

１ ２

８ ３

Ａ ＝
２ ５

６ ７
Ｂ ＝

９×２＋２×６ ９×５＋２×７ ３０ ５９

Ａ × Ｂ ＝ １×２＋２×６ １×５＋２×７ ＝ １４ １９

８×２＋３×６ ８×５＋３×７ ３４ ６１

５ ９ ６ １

５ ３ ３ ７
Ａ ＝ Ｂ ＝

５×６＋９×３ ５×１＋９×７ ５７ ６８

５×６＋３×３ ５×１＋３×７ ３９ ２６
Ａ × Ｂ ＝ ＝

６×５＋１×５ ６×９＋１×３ ３５ ５７

３×５＋７×５ ３×９＋７×３ ５０ ４８
Ｂ × Ａ ＝ ＝

- 104 -



      

 

 

 通常の数の場合、例えば３×７＝７×３のように常に交換の法則が成立するが、行列の場合は、

この法則が必ずしも成立しない。したがって、行列の積を求める場合は、かける順序に注意する必

要がある。 

 

４ 逆行列 

 正方行列Ａに対して、Ａ×Ｂ＝Ｂ×Ａ＝Ｉ（単位行列）を満たす正方行列Ｂが存在するとき、この

行列Ｂを行列Ａの逆行列といい、Ａ－１ と表す。 

    正方行列Ａを 

 

 

 とすると、行列Ａの逆行列Ａ－１ は次のように求められる。 

 

 

  正方行列Ａを 

 

 

 とすると、逆行列Ａ－１は次のようになる。 

    

３

１ ２

２ × ４ － ６ × ２ １ １

２ ２

Ａ
－１

 ＝ ＝

－

－１４ －６

－２ ２
 

  行列Ａと逆行列Ａ－１の乗算をすると 

 

 

 

 

 

 

 

 

  となり、Ａ × Ａ－１ ＝ Ａ－１ × Ａ ＝ Ｉを満たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ ｂ
ｃ ｄ

Ａ＝

1 ｄ －ｂ

ａｄ － ｂｃ －ｃ ａ
Ａ

－１
 ＝ 　（ただし　ａｄ － ｂｃ ≠ ０）

２ ６

２ ４
Ａ ＝

－１ ３

２

１ １

２ ２

＝ ＩＡ × Ａ
－ １

 ＝ × ＝ ＝

３－２

２　　６

２　　４

３－３ １　　０

０　　１－

－２＋３

－２＋２

－１ ３

２

１ １

２ ２

Ａ
－ １

 × Ａ ＝ × ＝

－６＋６ １　　０

－ ３－２ ０　　１

２　　６

２　　４

－２＋３

　１－１

＝ ＝ Ｉ
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